
貸 借 対 照 表 

      

（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

     （単位：千円）

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

Ⅰ． 流 動 資 産 559,823 Ⅰ． 流 動 負 債 151,639

  現金預金 284,372  未払費用 34,319

  前払費用 8,512  預り金 1,658

  未収運用受託報酬 240,501  未払法人税等 80,854

  貯蔵品 485  未払消費税等 10,287

  未収入金 1,183  賞与引当金 24,519

  繰延税金資産 24,558     

  その他流動資産 210 Ⅱ． 固 定 負 債 34,985

Ⅱ． 固 定 資 産 126,616  退職給付引当金 9,530

 １． 有形固定資産 51,000  役員退職慰労引当金 25,455

  建物 39,492 負債合計 186,624

  器具備品 11,507 純資産の部 

 ２． 無形固定資産 18,160 Ⅰ． 株 主 資 本 499,815

  ソフトウェア 16,514  １． 資  本  金 200,000

  商標権 1,396  ２． 利益剰余金 299,815

  協会基金 250  利益準備金 12,000

 ３． 投資その他の資産 57,455  その他利益剰余金 287,815

  長期前払費用 634   繰越利益剰余金 287,815

  敷金 24,765  （内当期純利益） （119,158）

  差入保証金 16,000     

  繰延税金資産 14,356     

  ゴルフ会員権 3,800     

  貸倒引当金 △2,100 純資産合計 499,815

資産合計 686,440 負債及び純資産合計 686,440

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。   



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物       8年～25年 

器具備品     4年～20年 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

（2）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発

生していると認められる額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員に対して支給する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

 

（3）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項  

   消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

   

(5）重要な会計方針の変更 

    該当事項はございません。 



２．追加情報 

当社は当事業年度より、役員に対する賞与として事前確定届出報酬を導入しており、当該金額を流動

負債の「未払費用」に含めて表示しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（1）資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額  48,996千円 

（2）関係会社に対する金銭債務 

短期金銭債務         651千円 

 

４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の損金不算入等であります。 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

役員及び個人主要株主等 

（単位：千円）

種類 
会社等 

の名称 

所在

地

資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等

の所有

（被所有）

割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 
科 目 

期末 

残高 

役員及 

びその 

近親者 

茶木正安 ― ― 当社代表取締役 

福岡リート投資法人

執行役員 

なし ― 

 

資産運用受託 

等 

696,797 未収運用受託

報酬 

240,501

  （注）取引条件については当事者間で協議の上、資産運用委託契約により金額を決定しております。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 124,953円96銭 

１株当たり当期純利益金額 29,789円67銭 

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次の通りであります。 

  

 

 

 

 

７．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はございません。 

 

当期純利益金額 119,158千円

普通株主に帰属しない金額  ― 千円

普通株式にかかる当期純利益金額 119,158千円

普通株式の期中平均株式数 4,000株


